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はじめに

　大治町では、2011（平成 23）年に第 4 次大治町総合計画を策定し、「笑顔あふれ みん
なで育む 元気なまち おおはる」をまちの将来像に掲げ、各施策を進めてきたほか、2016（平
成 28）年には大治町人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、地方創生
の取組を進めてきたところです。
　本町は、日常生活の利便性の高さから順調な人口増加をみてきており、特に、宅地開発に
伴う子育て世帯の転入が進んできていることから、若年層が比較的多い人口構成となってお
りますが、少子高齢化や核家族化は本町でも例外なく進行しております。
　こうした中、地震・水害などの自然災害への対策をはじめとした、安全・安心なまちづく
りを引き続き進めていくことや、町民の皆様の居住満足度をより一層高め、魅力あふれるま
ちを目指していく必要があります。
　また、持続可能な開発目標（SDGs）の取組や、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を
契機としたデジタル化の加速、人と人や地域とのつながりを意識した協働など、社会潮流を
的確に捉えたまちづくりも進めていかなければなりません。
　このような動向を踏まえ、現状と課題を整理した上で、まちづくりの方向性と将来像を明
らかにし、取り組むべき施策を体系的に示した第 5 次大治町総合計画と、その基本計画のう
ち人口減少対策に特化し、重点施策として位置付ける大治町デジタル田園都市構想総合戦略
を一体的に策定しました。
　第５次大治町総合計画では、将来像として「つなげよう、広げよう　心かようまち　おお
はる」を掲げ、その実現に向けて施策に取り組んでまいります。将来像の実現のためには、
行政だけでできるものではなく、住民・事業者・各種団体の皆様と協働して取り組むことが
大切です。皆様のご理解とご協力をお願いいたします。
　結びに、本計画の策定にあたり、アンケート調査などにより貴重なご意見をお寄せいただ
きました住民・各種団体の皆様、慎重かつ熱心にご審議いただきました大治町総合計画審議
会の委員の皆様に心から感謝を申し上げます。

第 5 次大治町総合計画
つなげよう、広げよう　心かようまち
おおはる

2023（令和５）年３月

大治町長　村上 昌生
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計画策定の趣旨1

　本町では､ 2011（平成 23）年 3 月に第 4 次大治町総合計画を策定し､ ｢笑顔あふれ み
んなで育む 元気なまち おおはる｣ をまちの将来像に掲げ､ 行政だけでなく､ 地域や住民が
みんなで考え､ 行動し､ だれにとっても住みやすい快適なまちづくりを進めてきました｡
　この間､ わが国では少子化による人口減少と高齢化が急速に進行し､ その対策の一つとし
て､ 国では､ 人口減少の歯止めや東京一極集中の是正､ 地域経済の活性化など､ 地方創生
の取組を進めています｡
　本町においても 2016（平成 28）年 3 月には大治町人口ビジョン・まち ･ ひと ･ しごと創
生総合戦略（以下､ ｢総合戦略｣ という｡）を策定し､ 地方創生の推進を図ってきたところです｡
　また近年､ 新型コロナウイルス感染症の拡大により､ 私たちの生活様式は一変し､ ウィズコロ
ナ・アフターコロナを想定したまちづくりをはじめ､ デジタルトランスフォーメーション（DX）1

を含めた情報通信技術（ICT）の急速な進展への対応､ 持続可能な開発目標（SDGs）2 や
Society5.03 時代の到来を見据えた取組など､ 新たな課題や社会潮流に対応した施策の推進
が必要となってきています｡
　このような町行政を取り巻く状況や､ 現状と課題を整理した上で､ まちづくりの方向性と
将来像を明らかにし､ 取り組むべき施策を体系的に示すために､ 第 5 次大治町総合計画を
策定します｡

1　デジタルトランスフォーメーション（DX）：従来の社会・経済システムへの ICT 導入、ICT を活用できるような変革、
ICT の能力を最大限に引き出すことのできる新たな社会・経済システムの実現といった段階を経た変化。

2　持続可能な開発目標（SDGs）：Sustainable Development Goals の略。経済・社会・環境の 3 つの側⾯のバランス
が取れた社会を⽬指す世界共通の⽬標として、2015（平成 27）年 9 ⽉に国連で採択された。⼈々が⼈間らしく暮らし
ていくための社会的基盤を 2030 年までに達成するという⽬標になっていて、17 のゴール（⽬標）とそれぞれの下によ
り具体的な 169 項⽬のターゲット（達成基準）がある。

3　Society5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展
と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、
工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画にお
いて我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱された。
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計画の構成と計画期間2

　本計画は､ ①基本構想､ ②基本計画で構成します｡ また､ 基本計画の下に③実施計画を
設けます｡ 計画期間は 2023（令和 5）年度から 2032（令和 14）年度までの 10 年間とし
ます｡

　基本構想は、将来のまちづくりの方針及び町
政の方向を定めるための基本的な考え方を示す
ものです。2023（令和５）年度からの 10 年間
における住民及び行政の共通の指針として、町
の将来像や基本目標を定めます。
　基本計画は、基本構想を実現するための施策
の基本的方向を示すものです。計画期間は 10
年間とし、社会経済環境の変化などへの的確な
対応を図るため、中間年度に進捗状況を検証し、
必要な見直しを行います。なお、基本計画のう
ち、重点施策については総合戦略（※）と位置
付け、計画期間は５年間とします。
　実施計画は、基本計画に掲げる施策を実現す
るための具体的な事務事業を明らかにするもの
で、毎年度の予算編成に反映させることとしま
す。計画期間は 3 年間とし、毎年度ローリング
方式で見直します。

※人口減少対策に特化し、地方創生を推進するため、
まち・ひと・しごと創生法第 10 条第 1 項に基づき
策定する計画

③実施計画
（3年）

②基本計画
（10年）

①基本構想
（10年）

総合戦略

計画期間

基本構想 10年間

基本計画 10年間（中間年度見直し）

2023
令和5年度

2024
令和6年度

2025
令和7年度

2026
令和8年度

2027
令和9年度

2028
令和10年度

2029
令和11年度

2030
令和12年度

2031
令和13年度

2032
令和14年度

総合戦略 5年間

実施計画 3年間

実施計画 3年間

実施計画 3年間

毎年度必要な見直し
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大治町を取り巻く社会潮流

1　人口減少と少子高齢化の進行

3

　現在わが国では､ 2008（平成 20）年を境として､ 人口減少の時代に突入しており､ 国立
社会保障 ･ 人口問題研究所が示す将来人口推計では､ 2055（令和 37）年までには総人口
が 1 億人を下回る予測が示されています｡ 出生数が減少し続けている一方で､ 2025（令和
7）年には団塊の世代が後期高齢者に達するなど､ 少子化 ･ 高齢化による人口構造の大きな
変化が見込まれています｡
　また､ 東京をはじめとした大都市圏への人口集中も依然として進行しており､ 地方におけ
る人口減少に歯止めをかけるため､ 全国の自治体で移住 ･ 定住の促進や交流人口の増加に
向け､ 地域資源を活用しながらまちの魅力を向上し､ 広く発信する取組が進められています｡

■日本の将来推計人口
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 2017（平成 29）年推計」（中位推計）
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2　安全・安心への意識の高まり

　近年､ 地震や台風､ 集中豪雨などの大規模な自然災害が全国で頻発しており､ 防災 ･ 減
災への意識が高まっています｡ 国においては ｢強さとしなやかさ｣ を備えた安全 ･ 安心な国
土 ･ 地域 ･ 経済社会を構築することを目指す ｢国土強靱化 4｣ の取組が進められています｡
　愛知県においては南海トラフ地震の発⽣が懸念されており､ これまでのわが国における大
規模災害の教訓を踏まえて､ 官民協働による安全 ･ 安⼼のまちづくりが求められています｡
　また､ 2020（令和 2）年以降､ 新型コロナウイルス感染症が世界的に大流行する中､ わ
が国においても緊急事態宣言が発出されるなど､ 社会的 ･ 経済的に甚大な影響を与えたこと
を受け､ 今後も感染症に対する危機管理が求められます｡
　そのほか､ 子どもや高齢者を狙った犯罪の発生､ 交通事故など､ さまざまな分野における
危険への意識も高まっており､ 危機管理体制の充実と､ 犯罪や事故のない安全な社会づくり
が求められています｡

■災害時における自助の取組の進展状況
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4　国土強靱化：事前防災及び減災その他迅速な復旧復興並びに国際競争力の向上に資する国民生活及び国民経済に甚大
な影響を及ぼすおそれがある大規模自然災害などに備えた国土の全域にわたる強靱な国づくり。

資料：内閣府政府広報室「防災に関する世論調査」
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3　地球環境問題への取組

　化石燃料の大量消費や世界的な人口増加などにより､ 温室効果ガスの排出量が増加してい
ます｡ 地球温暖化問題は､ 生態系や生物多様性､ 食料や健康など､ 世界中のあらゆる場所
に影響を及ぼす問題であり､ 今後の世界の持続可能性の確保のため､ SDGs の考えが重要と
なっています｡
　また､国においては 2021（令和 3）年 10 月に ｢地球温暖化対策計画｣ を策定し､2030（令
和 12）年度において､ 温室効果ガス 46% 削減（2013 年度比）を目指すこと､ さらに 50%
削減の高みに向けて挑戦を続けていくことが示されています｡ また､ さまざまな分野において
､ 温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させる ｢カーボンニュートラル 5｣ の実現に向けた
中長期的な取組が進められることとなります｡

■日本における温室効果ガス排出量の推移
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1,500
（百万t-CO2）

2011
（平成23）
年度

2012
（平成24）
年度

2013
（平成25）
年度

2014
（平成26）
年度

2015
（平成27）
年度

2016
（平成28）
年度

2017
（平成29）
年度

2018
（平成30）
年度

2019
（令和元年）
年度

2020
（令和2年）
年度

446

225

223

193

29

152

1,267

457

227

228

211

30

155

1,308

464

224

237

208

30

155

1,318

447

219

229

193

29

149

1,267

430

217

218

187

30

144

1,226

418

215

211

185

30

147

1,206

412

213

207

187

30

141

1,191

401

210

198

166

31

139

1,146

387

206

191

159

31

134

1,108

356

185

182

166

31

124

1,044

5　カーボンニュートラル：温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理などによる「吸収量」を差し引いて、温室効
果ガスの排出を全体としてゼロにすること。

資料：環境省「温室効果ガス排出量の算定結果」
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4　ICT の普及と新たな展開

　ICT の飛躍的な発達と､ 情報通信機器の普及 ･ 多様化により､ 人々の生活､ 経済活動､ サー
ビス､ 社会の仕組みなどが大きく変化しています｡ 近年は､ 自動車や家電などあらゆるモノ
がインターネットにつながる IoT6､ AI7 の活用や 5G8 の推進が注目されており､ 新型コロナ
ウイルス感染症の拡大防止のための在宅勤務（テレワーク）や WEB 会議が一般的になると
ともに､ 医療や福祉､ 教育､ 働き方､ 行政運営など､ さまざまな分野において､ 今以上に便利
で効率的になる ｢超スマート社会｣ とも言われる Society5.0 への移行が期待されています｡
　一方 ICT の普及は､ 人間関係の希薄化､ 情報通信機器を使える人と使うのが困難な人と
の格差､ セキュリティ対策などの課題も抱えています｡ AI やビッグデータ 9 を活用して､ 社
会の課題解決や変革を進める DX が期待されており､ ICT を最大限に活用し利便性を高め､
質の高い行政サービスを提供し､ あらゆる世代がさまざまな情報手段により利便性を享受で
きる、障壁のない情報活用の環境づくりが求められています｡

■情報通信機器の世帯保有率

2012
（平成24）
年度

2021
（令和3）
年度

2020
（令和2）
年度

2019
（令和元）
年度

2018
（平成30）
年度

2017
（平成29）
年度

2016
（平成28）
年度

2015
（平成27）
年度

2014
（平成26）
年度

2013
（平成25）
年度

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

スマートフォン 固定電話パソコン

モバイル端末全体 タブレット型端末

（%） 94.5
97.3

88.6

69.8

66.5

39.4

79.3

75.8

49.5

15.3

6　IoT：Internet of Things（モノのインターネット）の略。モノの世界で収集したデータが、通信によりインターネット
空間に送信・蓄積され、データを分析・活用することで、新たな価値の創出につながることが期待される。

7　AI：Artificial Intelligence の略。人間の脳の役割を機械に代替させようとするコンピュータシステム。例として自動翻
訳、自動運転、音声認識、画像認識、知能ロボットがある。

8　5G：5th Generation（第 5 世代移動通信システム）の略。4G と比べて、超高速通信、超低遅延通信及び多数同時
接続といった新たな機能を持つ次世代の移動通信システム。

9　ビッグデータ：事業に役立つ知見を導出するためのデータ。異変の察知や近未来の予測などを通じ、利用者個々のニー
ズに即したサービスの提供、業務運営の効率化や新産業の創出が期待される。

資料：総務省「情報通信白書」
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5　経済情勢と働く環境の変化

6　協働と共生によるまちづくり意識の高まり

　わが国の経済情勢は長期的に厳しい状況が続いており､ 低成長率の傾向が定着している状
況に､ 新型コロナウイルス感染症の影響による需要喪失という経済的影響が加わり深刻なも
のとなっています｡ 一方､ 大部分の産業において人手不足が問題となる中､ 有効求人倍率は
上昇傾向にありましたが､ 契約社員やパート・アルバイトといった非正規雇用者の解雇など､
雇用状況の大きな変化がみられます｡
　また､ 近年は働き方改革の推進やライフスタイルの変容により､ 性別や住んでいる場所に
よらない､ 自分らしい仕事と暮らしの両立ができる環境の整備が求められています｡

　全国的に人口減少､ 少子高齢化､ 自治会加入率の低下など､ 地域活動の担い手の減少に
より地域コミュニティの活力が低下しており､ 地域の人間関係が希薄化する中､ 見守り活動
や近隣の助け合いなど､ 地域のつながりの大切さが再認識されています｡ 地域コミュニティ
による自治を継続するためには､ 今後は特に住民の参画 ･ 協働の視点に立ったまちづくりが
求められています｡
　また､ 健康寿命 10 が延伸し､ 物質的な豊かさよりも心の豊かさのある生活を求める傾向の
ある現代では､ 個人の価値観が多様化しており､ 年齢､ 性別､ 国籍､ 障がいの有無に関わ
らず､ 誰もがその人らしく､ 心身共に健康でいきいきと暮らせる社会の構築が重要となって
います｡
　SDGs の実現を含む社会的課題への取組には官民連携による協働の促進が求められている
とともに､ 地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築や､ 子育て支援､ 認知症
者への支援､ 子どもの貧困対策など､ 福祉分野においても多様な主体による社会的連帯や支
え合いの醸成が求められています｡

10　健康寿命：健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。

7　持続可能な行財政運営の推進

　人口の東京一極集中が進む一方で､ 地方の市町村では､ 人口減による自治体の歳入減と
並行し､ 高齢化の進展による社会保障費用の増大､ 老朽化の進む公共建築物やインフラの整
備 ･ 改修などが喫緊の課題として浮上しており､ 継続的な行財政運営をおびやかすような､
困難な状況に直面しています｡
　地方自治体の持続可能性を確保するために､ より効率的な行財政運営が求められており､
行財政改革や自治体間の連携などを進め､ 限られた資源を有効に活用する取組が必要となっ
ています｡
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1　位置と地勢、沿革

　本町は､ 愛知県の西部に位置し､ 東西 2.4km 南北 3km､ 面積 6.59km2 を有しています。
周辺は名古屋市中村区､ 中川区､ あま市に接しています｡
　町の東側には一級河川の庄内川と新川､ 西側には二級河川の福田川が南北に流れており､
濃尾平野の南西部にあたるため､ 平坦な土地となっています｡
　町内の交通基盤は､ 町の中心部を名古屋市営バス及び名鉄バス路線が通り､ 名古屋駅ま
で約 20 分となっているほか､ 南北に名古屋第二環状自動車道､ 一般国道 302 号､ 東西に
主要地方道名古屋津島線､ あま愛西線が通るなど幹線道路が整備されています｡
　今後､ リニア中央新幹線の東京−名古屋間の開業が予定されており､ これにより､ 本町を
含む名古屋市近郊の自治体にも大きな影響があることが予想されます｡
　現在の本町は､ 1889（明治 22）年 10 月 1 日に 12 の村（現在の大字）が合併してでき
た大治村が前身です｡ 当時の大治村の人口は､ 4,649 人､ 戸数は 877 戸で海部地方屈指の
大村でしたが､ それ以降一度の合併も行われず変化の少ない純農村時代が続き､ 1975（昭
和 50）年 4 月 1 日に町制を施行しました｡ その後､ 日常生活の利便性の高さから順調な人
口増加をみてきており､ 2020（令和 2）年には  32,399 人となりました｡ 2025（令和 7）
年には ｢大治町｣ が誕生して 50 年の節目を迎え､ 今後も更なる発展を目指しています｡

大治町の現状4

大治町

名古屋市
中川区

名古屋市
中村区

あま市

名古屋市
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2　人口・世帯の状況

　本町の人口は､ 2020（令和 2）年で 32,399 人（国勢調査人口）となっており､ 一貫し
て増加を続けています｡ 年齢区分別にみると､ 年少人口（0 〜 14 歳）は 2010（平成 22）
年をピークに減少に転じており､ 近年は老年人口（65 歳以上）が増加しています｡ しかし､
全国､ 愛知県と比較してみると､ 本町は年少人口割合と生産年齢人口（15 〜 64 歳）割合
が高く､ 比較的若い人口構成のまちであることがわかります｡

■人口の推移

■年齢 3 区分別人口割合の比較

年少人口（０歳～14歳） 生産年齢人口（15歳～64歳） 老年人口（65歳以上）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

4,289

16,723

1,586 
22,598

4,173

18,452

2,034

24,724

4,528

19,613

2,906

27,073

5,007

19,626

3,837

28,501

5,228

19,543

5,037

29,891

4,988

18,888

6,345

30,990

4,890

19,868

6,667

32,399

1990
（平成2）
年

1995
（平成7）
年

2000
（平成12）

年

2005
（平成17）

年

2010
（平成22）

年

2015
（平成27）

年

2020
（令和2）
年

（人）

年少人口（０歳～14歳） 生産年齢人口（15歳～64歳） 老年人口（65歳以上）

0 20 40 60 80 100

全国

愛知県

大治町

（%）

12.1 59.2 28.7

13.3 61.3 25.4

15.6 63.2 21.2

※総人口は年齢不詳を含む。
資料：国勢調査

※年齢不詳を除く人口に対する割合を示す。
資料：2020（令和 2）年 国勢調査



16

　本町の人口動態をみると､ 出生が死亡を上回る自然増､ 転入が転出を上回る社会増で推
移していますが､ 近年の動向をみると自然増の幅は減少しており､ 出生数の減少傾向が影響
していると考えられます｡ 2021（令和 3）年の性別 ･ 年齢別転出入数は､ 10 代を除く各年
代で転入超過となっています｡ また､ 1 人の女性が一生に産むと見込まれる子どもの数を示
す合計特殊出生率 11 は､ 本町では 2013（平成 25）年からの 5 年平均が 1.85 と､ 愛知県
平均 1.55 や全国平均 1.43 を上回っています｡ これらのことから子育て世帯の転入が進んで
いると考えられます｡

■自然動態・社会動態の推移

■性別・年齢別の転出人数［2021（令和 3 年）］

■合計特殊出生率の推移
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333

1,789

1,347

208208 240

341

1,465

1,807

302

1,528

1,708

232 261

284

1,519

1,671

277

1,402

1,674

273

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0～9歳

14
18

32

-13

9

-4

24

35

11

23

43
34

49

11
6

-5

27

22

0
77

10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

計

（人）

女性男性

11　合計特殊出生率：15 ～ 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率で一生
の間に産むとしたときの子どもの数に相当する。

2003（平成15）年〜
2007（平成19）年

2008（平成20）年〜
2012（平成24）年

2013（平成25）年〜
2017（平成29）年

大治町 1.73 1.84 1.85

愛知県 1.39 1.51 1.55

全国 1.31 1.38 1.43

資料：厚生労働省 ｢人口動態保健所 ･ 市区町村別統計｣

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数」

総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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　本町の昼夜間人口比率をみると､ 2020（令和 2）年は 69.9% となっていることから､ 昼
間は町外で通勤 ･ 通学し､ 夜に町内に戻ってくる住民が多いことがうかがえます｡
　世帯数 ･1 世帯あたりの人員数の推移をみると､ 人口の増加に伴って､ 世帯数も一貫して
増加しているものの､ 1 世帯あたりの人員数は年々減少しており､ 核家族化や単身世帯の増
加など､ 世帯の小規模化がうかがえます｡

■昼夜間人口比率の状況

■世帯数 ･1 世帯あたり人員数の推移

大治町 69.9%

清須市 91.2%あま市 81.7%

津島市 94.5%

蟹江町 78.2%

名古屋市 111.9%

昼間人口：22,647人
夜間人口：32,399人
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（世帯） （人）

１世帯あたり人員数世帯数

1990
（平成2）
年

6,810

8,040

9,320

10,228

11,285

2.65

12,105

2.56
13,468

2.41

2.79
2.90

3.08

3.32

1995
（平成7）
年

2000
（平成12）

年

2005
（平成17）

年

2010
（平成22）

年

2015
（平成27）

年

2020
（令和2）
年

資料：2020（令和 2）年 国勢調査

資料：国勢調査
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3　産業・就業の状況

　就業者数は年々増加していましたが､ 2015（平成 27）年から 2020（令和 2）年にかけ
ては減少しています｡ 産業別就業者の内訳をみると､ 第 1 次産業は減少が続き､ 第 2 次産
業は減少傾向で､ 2015（平成 27）年に一旦増加したものの､ その後は減少しています｡ 第
3 次産業は増加を続けています｡

　就業者の動きをみると､本町在住の就業者 15,161 人のうち､名古屋市への通勤者が 6,051
人と非常に多くなっています｡

■産業別就業者数の推移

■就業者の動き

第１次産業（農業） 第２次産業（工業） 第３次産業（商業・サービス） 分類不能

0

5,000

10,000

15,000

20,000

126

8,601

5,576

285

14,588
397

8,950

5,409

272

15,028

1,083

9,144

4,610

216

15,053
949

9,465

4,767

202

15,383 
522

9,869

4,604

166

15,161

2000
（平成12）

年

2005
（平成17）

年

2010
（平成22）

年

2015
（平成27）

年

2020
（令和2）
年

（人）

大治町

大治町

清須市 
あま市 

津島市

蟹江町 名古屋市

町内従業者 3,944人
町外従業者 10,781人
不詳 436人

その他市町村

流出：2,425人
流入：1,753人

129人

471人

292人

125人

202人

307人

1,325人

6,051人

1,255人

1,099人

資料：国勢調査

資料：2020（令和 2）年 国勢調査
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　工業では､製造品出荷額等をみると､増加傾向で推移しています｡ 品目別にみると､2019（令
和元）年で ｢プラスチック｣ ｢電気機械｣ ｢生産用機械｣ が上位となっています｡

■製造品出荷額等の推移

2015
（平成27）年

2016
（平成28）年

2017
（平成29）年

2018
（平成30）年

2019
（令和元）年

食料品 × 2,159 2,244 2,296 2,012

繊維 211 1,456 1,489 1,790 1,861

木材・木製品 × × × × ×

家具・装備品 387 454 536 527 ×

パルプ・紙 × × × × ×

印刷 1,220 × × × ×

プラスチック 34,423 33,559 36,369 35,136 37,126

ゴム製品 × ー ー ー ー

皮革製品 × ー ー ー ー

窯業・土石 × × × × ×

鋼鉄 × ー ー ー ー

非鉄金属 ー × × × ×

金属製品 2,477 2,257 1,687 1,696 2,015

はん用機械 718 766 867 906 752

生産用機械 11,362 8,816 9,940 11,190 11,806

業務用機械 × × × × ×

電子部品 ー ー ー ー ー

電気機械 13,578 12,559 12,843 12,614 12,170

輸送用機械 510 762 781 911 746

その他 1,215 × × × ×

合計 67,615 69,114 73,204 73,543 74,862

（単位：百万円）

注：「×」は秘匿値､ 合計は秘匿値を含む。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000
（百万円）

2015（平成27）年 2016（平成28）年 2017（平成29）年 2018（平成30）年 2019（令和元）年

67,615 69,114
73,204 73,543 74,862

資料：愛知県統計年鑑
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　一方商業では､ 年間商品販売額等をみると､ 各年において ｢飲食料品｣ が最も多くなって
います｡

■年間商品販売額等の推移

2004
（平成16）年

2007
（平成19）年

2012
（平成24）年

2014
（平成26）年

2016
（平成28）年

卸売計 10,222 10,620 9,365 10,426 12,001

小売計 18,303 21,413 15,806 16,999 21,284

各種商品 ー ー ー × ー

織物、衣服、
身のまわり品 617 1,601 1,214 591 1,175

飲食料品 7,328 8,012 6,875 6,033 9,558

自動車、自転車 4,902 4,757
3,062 4,195 4,633家具、建具、

じゅう器 624 414

その他 4,831 6,629 4,302 4,050 5,454

無店舗 ー ー 353 × 464

卸売・小売合計 28,524 32,033 25,171 27,426 33,285

（単位：百万円）

注 : ｢2009（平成 21）年商業統計調査｣ は､ 経済センサスの創設に伴い未実施。
注：2011（平成 23）年から実施周期を ｢経済センサス - 活動調査｣ の実施 2 年後に変更。
注：2012（平成 24）年から ｢自動車 ･ 自転車｣ と ｢家具､ 建具､ じゅう器｣ の項目が ｢機械器具小売業｣ に変更｡
注：｢×｣ は秘匿値､ 合計は秘匿値を含む。

0

10,000

20,000

30,000

40,000
（百万円）

2004（平成16）年 2007（平成19）年 2012（平成24）年 2014（平成26）年 2016（平成28）年

28,524

32,033

25,171
27,426

33,285

資料：2004（平成 16）年、2007（平成 19）年、2014（平成 26）年は商業統計調査、
2012（平成 24）年、2016（平成 28）年は経済センサス
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4　土地利用の状況

5　財政の状況

　地目別土地利用面積の割合をみると､ 2018（平成 30）年から 2022（令和 4）年にかけ
て､ 宅地面積が増加している一方で､ 田と畑面積は減少しています｡

　財政状況の推移をみると､ 本町の歳入・歳出総額は共に増加傾向にあります｡ また､ 財
政構造の硬直化を表す経常収支比率 12 は増加傾向にありますが､ 2019（令和元）年度から
2020（令和 2）年度は減少しており､ 類似自治体と比べ低くなっています｡

■地目別土地利用面積の割合の推移

■財政状況の推移

田 畑 宅地

0 20 40 60 80 100

2018（平成30）年

2019（令和元）年

2020（令和2）年

2021（令和3）年

2022（令和4）年

15.2 12.3 63.9 8.5 0.1

0.1

0.1

0.1

0.1

8.664.612.014.7

14.2

13.5 11.5 66.2 8.8

13.0 11.1 67.0 8.9

11.8 65.3 8.7

（%）

雑種地 その他

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000（百万円） （%）

経常収支比率 経常収支比率（類似自治体平均）歳出総額歳入総額

2016
（平成28）

年

2017
（平成29）

年

2018
（平成30）

年

2019
（令和元）
年

2020
（令和2）
年

8,316

90.7 90.7 91.1 91.5

88.7

86.1

85.5 86.4 87.6

7,909
9,268 8,733

9,832 9,289
10,363 9,746

13,770 13,292

12　経常収支比率：地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、毎年度経常的に支出される経費に充当さ
れた一般財源の額が、毎年度経常的に収入される一般財源、減収補填債特例分及び臨時財政対策債の合計額に占め
る割合。この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかをみるものであり、比率が高いほど
財政構造の硬直化が進んでいることを表す。

資料：大治町税務課

資料：財政状況資料集

※ 2020（令和 2）年度は新型コロナウイルス感染症対応による国庫を財源とした事業により、歳
入総額及び歳出総額が増加。
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6　各種調査結果

（1）アンケート結果

①住民の居住実感について

　本計画の策定にあたり､ 住民の皆様の生活環境や町政運営に関する満足度やご意見､ ご
要望などを把握するためのアンケート調査を実施しました｡

　今後も大治町に住み続けたいと思うかたずねたところ､『住み続けたい』（｢ぜひ住み続けた
い｣ + ｢おおよそ住み続けたい｣）の割合は 65.2% となっており､ 多くの住民において居住
意向がみられます｡ また､ 町の魅力については､ ｢買い物など日常生活の利便性がよい｣ が
50.7% と最も高く､ 次いで､ ｢通勤 ･ 通学が便利｣ が 33.2% となっています｡ 多くの住民が
まちの利便性の高さを評価しています｡

調 査 地 域
調査対象者
調 査 方 法
調 査 期 間
配 布 数
回 収 率

：
：
：
：
：
：

大治町全域
大治町内在住の 20 歳以上の住民
郵送配布､ 郵送回収
2021( 令和 3) 年 2 月 5 日〜 2 月 19 日
3,000 件
57.7%（回収数：1,732 件）

■今後も大治町に住み続けたいと思うか

■大治町の魅力（誇れる点や自慢に思うこと）※上位 5 位

■調査の概要

0% 20% 40% 60% 80% 100%

26.6回答数：
1,732

38.6 22.1 7.7 2.8 2.3

ぜひ住み続けたい おおよそ住み続けたい どちらともいえない

あまり住み続けたくない 住み続けたくない 不明・無回答

0% 20% 40% 60％

50.7

33.2

22.5

21.3

20.9

買い物など日常生活の利便性がよい

通勤・通学が便利

自然災害が少ない

自然環境がよい

治安がよい

回答数：1,510

※居住意向で「ぜひ住み続けたい」「おおよそ住み続けたい」「どちらともいえない」と答えた方のみ。
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-0.50 -0.40 -0.30 -0.20 -0.10 0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

消防・救急体制の充実
保健・医療の充実

子ども家庭福祉の推進

学校教育の充実

地域福祉の推進

障害者福祉の推進

産業の活性化

多様な住民社会の実現

住民参画・連携の促進文化・歴史の継承・発信

スポーツの振興

生涯学習の充実

環境保全の推進

開かれた
町政運営の推進

効果的・効率的な
自治体経営の推進

社会保障の充実
高齢者福祉の推進

防災対策の推進

住環境の整備

道路の整備
河川の整備

防犯対策の推進

交通安全の推進

ごみの減量・
リサイクルの推進

満足度が低く
重要度が高い

満足度・重要
度ともに高い

満足度が高く
重要度が低い

満足度・重要
度ともに低い

重
要
度

満足度

《安全》に関する施策 《安心》に関する施策

《活気》に関する施策 《連携》に関する施策

《快適》に関する施策

②各施策への満足度について

　第 4 次大治町総合計画にて取組を行った 24 の施策について､ それぞれ満足度 ･ 重要度を
たずね、点数化して比較を行いました｡ 最も推進する必要がある､ ｢満足度が低く ･ 重要度
が高い｣ エリアに分類されている施策は ｢住環境の整備｣ ｢道路の整備｣ ｢河川の整備｣ ｢防
災対策の推進｣ などとなっています｡

■満足度 ･ 重要度が高い施策（それぞれ上位 5 位までを抜粋）

■満足度 ･ 重要度の散布図

満足度

第1位　消防・救急体制の充実

第2位　ごみの減量・リサイクルの推進

第3位　保健・医療の充実

第4位　地域福祉の推進

第5位　学校教育の充実

重要度

第1位　防災対策の推進

第2位　防犯対策の推進

第3位　消防･救急体制の充実

第4位　住環境の整備

第5位　保健･医療の充実
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（2）団体ヒアリング結果

住民と行政が協働して取り組むうえで必要なこと（複数回答可能）

　本計画の策定にあたり､ 町内で活動されている各団体の皆様の活動状況や町政運営に関す
るご意見などを把握するためのアンケート調査及びヒアリング調査を実施しました｡

調 査 対 象 者：
調 査 方 法：
調 査 期 間：

大治町で活動されている 38 団体
調査票を郵送配布 ･ 回収の後､ ヒアリング
2021（令和 3）年 9 月 17 日〜 12 月 3 日

■調査の概要

■調査結果の概要

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

63.2

52.6

47.4

34.2

23.7

23.7

23.7

15.8

7.9

町民と行政との交流会や意見交換する機会

地域の中心となる担い手・人材育成

町民が参加できるイベント・事業の実施

まちづくりに町民が参画する機会

町政情報の公開

町民活動のための財源、補助金等

町民活動に関する相談体制

町民自ら活動情報などを発信する機会

その他

全体（n=38）
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【意見の抜粋・要旨】

〇防災・防犯・交通安全
・自主防災、自主防犯団体を一つでも多く設立すること
・犯罪のないまちづくりを目指すこと
・通学路の整備を着実に実施すること

〇福祉・文化
・グループホームを多くすること
・足が不自由な方など、災害時の避難方法の不安を解消すること
・障がいを持つ子どもたちが地元で安心して暮らせること
・町の文化、昔からの伝統を次世代へ継いでいくこと

〇基盤整備・産業
・既存の事業所への継続的な支援
・子どもたちが外で楽しく遊べる公園の整備

〇協働・行財政
・子どもたちと地域の大人たちとの交流の増加
・各種団体同士のつながりを強化すること
・情報収集、発信力を強化すること
・どんな町づくりをしていくか分かりやすくすること
・大治町独自の行事や名産、名物を育て上げ、外に積極的に発信する

町や地域についての課題を踏まえたまちづくりへの意見・提案
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（3）第 4 次総合計画の評価

　第 4 次大治町総合計画は、5 つの基本目標と、それに対応する 24 の施策で構成されており、
それぞれの施策ごとに成果を測るための ｢まちづくり指標｣ を設定していました。本計画の
策定にあたり、この ｢まちづくり指標｣ の進捗状況の確認を行い、その達成度を評価しました。

　全体では 39.2％が A 判定となり目標値を達成しています。A ～ C 判定を合わせた割合は
59.5％を占め、半数以上が計画策定時よりも一定改善している状況となっています。
　基本目標ごとにみると、｢基本目標１　安全」（防災・防犯・交通安全等）と「基本目標２　
安心」（保健・医療・福祉等）の分野でＡ～Ｃ判定の割合が高く、着実な推進が図られています。
一方、「基本目標３　快適」（居住、道路、河川、環境保全等）、「基本目標４　活気」（教育、
生涯学習、産業、文化等）、「基本目標５　連携」（住民参画、行財政等）の分野ではＤ判定、
Ｅ判定の割合が高く、さらなる取組が必要であると言えます。

Ａ判定：目標値に達成した（達成率 100％）
Ｂ判定：目標値は未達成であるが、概ね達成した（達成率 80％以上）
Ｃ判定：目標値は未達成であるが、ある程度改善した（達成率 50％以上）
Ｄ判定：策定時現状値と変化なし（達成率 50％未満）
Ｅ判定：策定時現状値より改善していない
Ｆ判定：数値の把握ができないため評価困難

■評価基準

■評価結果
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

44.5 11.1 11.1 33.3

55.6 27.8 5.5 11.1

20.0 13.3 20.0 26.7 13.3 6.7

37.5 12.5 18.8 25.0 6.2

36.4 9.1 9.1 36.4 9.0

39.2 2.9 17.4 14.5 21.7 4.3

基本目標1 安全
（指標数：9）

基本目標2 安心
（指標数：18）

基本目標3 快適
（指標数：15）

基本目標4 活気
（指標数：16）

基本目標5 連携
（指標数：11）

全体
（指標数：69）

A B C D E F
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（1）人口について

（2）防災・防犯・消防・救急・交通安全について

　日本の総人口は減少局面に入っていますが、本町は名古屋市に隣接し、良好な住環境を有
していることから、順調な人口増加をみています。一方で、これまで人口増加の大きな要素
であった社会増減の動向をみると、2016（平成 28）年以降は、社会増の増加幅が減ってき
ており、その影響が縮小しつつあります。
　将来的には、リニア中央新幹線の東京−名古屋間の開業が、本町の人口や環境に大きな
影響を及ぼす可能性があります。本町には鉄道駅はありませんが、名古屋駅から約 5km、
公共交通機関で約 20 分という好立地であり、リニア開業の影響により居住価値が上がる可
能性があることから、開業に向けた今後の動向を注視していく必要があります。
　また、本町は若年層が比較的多い人口構成になっているものの、昼夜間人口比率は 2020

（令和 2）年国勢調査で 69.9％と、住民の多くが町外に通勤・通学している状況です。住
民の経済活動は名古屋市をはじめとする近隣自治体に広がっており、まちへの愛着の醸成や
地域活動への参画促進なども今後の課題となっています。

　本町は⼤部分が海抜ゼロメートル地帯であることから、⽔害の危険性が高い地域です。近
年は地球温暖化による気候変動の影響などにより、集中豪雨や局地的大雨による浸水被害の
増加が全国的に問題となっており、雨水排水対策など、より一層の水害対策が重要となって
います。
　また、南海トラフ地震をはじめとする大規模地震の発生が懸念される中、住民の生命・財
産を守るための防災・減災の視点を持った災害対策が必要となっています。
　アンケートでは、防災とともに、防犯や消防・救急に対する重要度も高くなっています。
多様化・巧妙化する犯罪への対策、消防・救急体制の強化、地域ぐるみの交通安全対策の
実施とともに、住民一人ひとりが安全・安心への意識を高め、住民主体の活動ができるよう
な支援が必要です。

大治町のまちづくりのポイント5
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（3）子育て支援・教育について

（4）健康・福祉・生涯学習について

　本町の合計特殊出生率は全国、愛知県と比較しても非常に高く推移していますが、人口で
みると、15 歳未満の年少人口は継続して減少しています。子育て世帯の転入が多くみられる
本町において、子育て、教育施策は今後も継続して充実を図っていく、重要度が高い取組で
あると言えます。
　子育て支援では、子ども家庭総合支援拠点を整備し、相談の場を拡充したほか、放課後
児童クラブの施設整備、子育てガイドブックの発行などを行っているところですが、保護者の
多様なニーズに対応するため、さらなる施策の充実を図る必要があります。
　教育について、本町には 3 校の小学校と 1 校の中学校があり、中学校が 1 校であること
で同世代間のつながりの強化、一体感の醸成などに寄与しています。家庭・地域で育て、学
校で伸ばし、社会で磨くような「社会総掛かりでの教育」を目指し、誰もが地域の学校に通
えるようなバリアフリーの推進、教育のデジタル化の推進など、子どもたちの健やかな成長
につながるようなさまざまな関わりのある教育環境づくりが大切です。

　本町の 1 世帯あたりの人員数は減少の一途をたどっており、単身世帯や核家族世帯などの
世帯が増え、家庭における相互扶助機能が低下しつつあることがうかがえます。また、本町
の高齢化率は比較的低いものの、今後は介護や支援の必要性が高い高齢者が増えることが
想定され、介護・医療負担の増加も懸念されます。これまで以上に、保健事業と介護予防の
一体化を図りながら、健康づくりや要介護者等の重度化防止の取組の必要性が高まっています。
　国においては、世代や分野を超えてつながり合い、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、
地域をともに創っていく社会の姿である ｢地域共生社会｣ を目指しており、本町においても
分野横断的に、多様な主体と連携し合いながら人と人、人と社会がつながり合う「共助」の
社会づくりに向けた取組を推進していく必要があります。
　一方、公民館講座をはじめとした生涯学習、スポーツセンター講座や総合型地域スポーツ
クラブ「スポーツプラスおおはる」による活動などのスポーツの振興は、心身の健康づくりに
もつながると考えられ、住民参加型の楽しめるイベントの充実が大切です。
　2020（令和２）年以降、新型コロナウイルス感染症の流行により、人々の生活は大きく変
わりました。今後もさまざまな場面において活動を継続していくためには、デジタル化などの
取組が必要です。
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（5）環境・基盤整備・産業について

（6）協働・行財政について

　将来のまちを考える上で、世界的な環境問題に対し、SDGs の考えに基づき、温室効果ガ
スの削減に向けた脱炭素社会、ごみの分別・リサイクルなどによる循環型社会を目指すこと
は重要です。
　本町は名古屋市という大都市へのアクセスがよく、コンパクトな町域で暮らしやすい環境で
あることが強みとなっています。アンケートにおいても住民の多くが生活の利便性を評価して
います。
　一方アンケートによれば、満足度が低く重要度が高い施策分野として、｢住環境の整備」「道
路の整備｣ ｢河川の整備｣ などが選定されており、今後自然環境と生活環境との調和を図り、
都市空間の整備・改善を図っていく必要があります。
　本町の主な産業は製造業となっており、製造品出荷額等は近年増加傾向となっています。
一方で、新型コロナウイルス感染症の流行により大きな影響が出ており、今後もその状況を
踏まえて、支援を図っていく必要があります。
　農業においては、赤シソやモロヘイヤなどが特産品となっており、振興に努めていますが、
農業就業者数、耕地面積などは年々減少傾向にある中、引き続き農家の支援に取り組む必要
があります。

　本町は、人口増加が続いていることもあり、財政面では比較的健全な状況を保ってきまし
たが、税収の伸び悩みや少子高齢化に伴う扶助費の増大により、財政事情は年々厳しい状況
となっています。
　そうした中、住みよいまちづくりには住民との連携・協働が欠かせないことから、地域の
担い手づくりを進める必要があります。
　また、近年多発する自然災害や感染症の感染拡大による地域経済、財政への影響や、自
治体 DX の推進など社会環境が大きく変化する中で、複雑化、多様化する行政需要に的確に
対応し、住民が求める質の高い行政サービスを効果的かつ効率的に提供するため、さまざま
な角度から創意工夫を凝らすことで、財政基盤の安定・強化を図り、将来にわたり持続可能
な行財政運営を展開することが求められます。
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